
要旨 

カナダ・アルバータ州エドモントンで実施した情報サービス産業に関する調査と同じ内容のアンケート調査を２
００６年の１０月から１１月にかけて新潟で実施した。質問ごとに得られた結果をエドモントンの調査結果と比較
し両地域の相違点を明らかにした。大きな違いを示したのは、対売上げ研究開発投資比率の低さ、独自商品による
事業展開の少なさ、下請けの事業構造の存在であった。調査結果をもとに新潟の情報サービス産業が、エドモント
ンの企業のように国際競争力のある事業展開を行うための視点について考察した。 
 

1. はじめに    
新潟国際情報大学では 2000 年度からカナダのアルバータ州エドモントンにあるアルバータ州立大学

Extension 学部で夏期セミナーを実施してきた。夏期セミナーのプログラムに IT 企業訪問を取り入れ、

先進的な企業を毎年５社程度訪問してきた。その結果、エドモントンには新潟の情報サービス関連企業

にくらべると独自性の強いビジネス展開を行っている企業が多いように感じられた。エドモントンは人

口が市街地で約７０万人、周辺部を含めると約１００万人となりほぼ新潟市に匹敵するなど新潟の情報

サービス関連企業との比較調査に適した条件を有していた。そこで 2005 年の 7 月から 9 月にかけてエド

モントンの情報サービス関連企業を対象にアンケート調査および面接調査を実施した。今回はエドモン

トンで実施した調査と同じ内容のアンケート調査を 2006 年の 10 月から 11 月にかけて新潟で実施した。

質問ごとに得られた結果をエドモントンの結果と比較し両地域の相違点を明らかにし、明らかになった

相違点についてその背景を考察するとともに、新潟あるいは日本の情報サービス産業がグローバルな事

業展開をするための視点を明らかにすることを試みた。 
 

2. 新潟における調査方法 
2.1. 調査対象企業 

新潟県 IT 産業ネットワーク 21 の会員である情報サービス関連企業を主たる調査対象企業とした。新

潟県 IT 産業ネットワーク 21 は新潟県の産業支援機関である財団法人にいがた産業創造機構 NICO が主

催する団体である。２００７年１０月の時点で合計１６９の企業等が登録されていた。その中で重複し

た企業や IT 関連事業を直接行っていないと思われた市町村の関連団体、協会、組合などを除いた１３３

企業を調査対象とした。 
IT 産業ネットワーク 21 とは別に新潟市のタウンページで情報サービス関連企業を調査した。電話帳

分類の、プロバイダ、ソフトウエア、インターネット関連サービス、コンピュータ、システムインテグ

レドの、合計５９０件の電話番号から重複等を除いた２９１社のうち、Web サイトが実際に稼動してい

ることおよび住所が確認できた１４９社を調査対象に加えた。計２８２社を調査対象とした。 
2.2. 調査の概要 

調査は、アルバータ州立大学 Extension 学部において行った調査と同じ内容の調査票を使用して実施し

た。調査内容および収集したデータの取り扱いについて事前に新潟国際情報大学の承認を受け、アンケ

ート調査の回収率を高くするため新潟国際情報大学の名前を使って調査を実施することにした。倫理規

定はアルバータ州立大学で作成した Ethics に準じることとした。調査票はアルバータ州立大学で作成し

たものをそのまま日本語に訳した。エドモントンでは設問ができなかった下請けに関する問を追加した。
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大学の封筒に依頼状、質問票、エドモントンの調査報告書を返信用封筒とともに入れ、２００６年１０

月１６～２０日の間に２８２の企業へ郵送した。新潟、エドモントン両地域の調査共、謝礼あるいは薄

謝に相当する物品は同封していない。 
2.3. アンケート調査の返送率とインタビュー調査の承諾率 

IT 産業ネットワーク 21 の会員名簿とタウンページから選択した計２８２の企業へ調査票を郵送した

が、住所の間違いにより３２通が返送されてきたことから２８０社へ有効に郵送されたと考えられた。

最終的に調査票の郵送による有効返送数は７９社となった。IT 産業ネットワーク 21 の会員名簿から選

択した１３３社の回答は５０通で回収率は３８%であった。タウンページから選択した１４９社の回答

数は２９通で１９%となった。アンケートに回答した７９社中 ２７社（３４％）がインタビュー調査

に応じることを承諾した。本報告は主にアンケート調査結果によるものであるが、結果の考察にインタ

ビュー調査から得られた知見を使用した。 
2.4. 質問項目 

アンケート調査は全 20 問から構成した。問１から問 11 は主に企業の設立・現況に関する質問項目で、

問 1:会社の形態、問 2:設立年、問 3:現在の従業員数、問 4:新潟地域従業員数、問 5:設立時従業員数、問

6:設立時の資金、問 7:総売上高、問 8:国外売上、問 9:主な事業分野、問 10:顧客の産業分野、問 11:顧客

の企業規模に関する内容である。問１2 から問 16 は、企業の将来に関する質問項目で、問 12:会社の製

品やサービスの強み、問 13:販売戦略、問 14:新しい契約を取るために重要な要素、問 15:総売上に対する

研究開発投資、問 16:新商品開発情報の入手に関する内容である。問１7 から問 18 は情報管理に関する

質問項目で、問 17:プロジェクトに関する情報や知的財産の管理方法、問 18:二次的な知的財産（委託先

や顧客との共同作業の結果として得られた知見）管理方法に関する内容である。問 19 は会社のゴール、

問 20 は総売上に対する下請け契約割合について質問した。問 20 はエドモントンでは質問として成立し

なかったため新潟のみの設問となった。 
 

3. アンケート調査結果 
 この報告では、20 問のうち特に大きな違いが認められた、問 3:現在の従業員数、問 8:国外売、問 9:

主な事業分野、問 12:会社の製品やサービスの強み、問 14: 新しい契約を取るために重要な要素、問 15:
総売上に対する研究開発投資、問 16:新商品開発情報の入手、問 19:会社のゴール、問 20:総売上に対する

下請け契約割合について、エドモントンの結果と比較した結果を報告する。 
3.1. 現在の従業員数（問 3） 
会社の従業員数は、新潟では１０－４９人の企業が３６％と最も多かった。従業員が０-９人の企業は２４% でエ

ドモントンの５７%の半分以下となった。スモールサイズ企業がエドモントンより少ないことが確認できたが、同

時に新潟にもエドモントンと同様のスモールサイズ企業が実際に存在し活動していることが確認できた。 

3.2. 国外売（問 8） 
企業の国外売上に関する結果では、新潟では国外売上が総売上に対して 1０％未満の企業が９６％と

圧倒的に多かった。国外売上が１０％以上を占める企業はわずか４％であった。エドモントンの場合、

国外売上が総売上に対して１０％以上の企業は４３%存在し、新潟と非常に大きな違いを示した。新潟

の１０％未満は殆どが０％を意味しており、国外での事業は検討したこともないという企業が殆どで、

国外ビジネスについて関心を持つ企業はほとんど認められなかった。 
3.3. 主な事業分野（問 9） 

“コンピュータシステムデザイン”が９０％であった。内訳を見ると“アプリケーションソフトの設

計と開発サービス”が最も多く５９％で、次いで“コンピュータシステム設計、開発、およびインテグ

レーションサービス”が３８％であった。エドモントンと比べるとこの２分野が圧倒的に多い。これは

ユーザ企業からの受託業務が主体になっていることに起因すると考えられた。 
3.4. 会社の製品やサービスの強み（問 12) 
「信頼性」、「優位性のある機能または技術」、「サポート」、「実績」の順で重要と考えられていた。エドモントンで
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も４つの要素が重要と考えられていたが「優位性のある機能または技術」、「実績」、「信頼性」、「サポート」の順と

なり、新潟では人との関係が製品やサービスの評価に重要な要素となり、エドモントンでは製品そのものの評価が

強みとなる傾向が認められた。 

3.5. 新しい契約を取るために重要な要素（問 14） 
１位は「信頼」で３９％、２位は「顧客の要求に応えること」で３４％、３位は「価格」で３２％で

あった。エドモントンでは「顧客の要求に応えること」「価格」「実績」など商品やサービスそのものの

価値に直接関係する内容が上位を占め、「信頼」は５位であった。 
3.6. 総売上に対する研究開発投資（問 15） 

. 研究開発投資に関する結果は、新潟では対売上研究開発投資比率１.０％未満の企業が最も多く４

５％であった。対売上研究開発投資比率１０.０％未満の企業は９１％にもなった。対売上研究開発投資

比率が１０.０％を超える企業は９％、２０.０％を超える企業はわずか１％であった。対売上研究開発投

資比率の中央値は１.０－１.９％で、２００３年情報サービス産業基本調査の中央値１.０％未満より高

いものの、エドモントンの１０.０-１４.９%と比較すると約１０分の１と非常に低い値となった。 
%

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45

1
.0

%
 未

満

1
.0

-
1
.9

%

2
.0

-
2
.9

%

3
.0

-
3
.9

%

4
.0

-
4
.9

%

5
.0

-
9
.9

%

1
0
.0

-
 1

4
.9

%

1
5
.0

-
 1

9
.9

%

2
0
.0

%
 以

上

 

%

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45

U
n
de

r 
1
%

1
.0

 –
 1

.9
%

2
.0

 –
 2

.9
%

3
.0

 –
 3

.9
%

4
.0

 –
 4

.9
%

5
.0

 –
 9

.9
%

1
0
.0

 –
 1

4
.9

%

1
5
.0

 –
 1

9
.9

%

2
0
%
 &

 o
ve

r

 
対売上研究開発投資比率％（新潟）    対売上研究開発投資比率％（エドモントン） 

3.7. 新商品開発情報の入手（問 16） 
新商品開発に必要な情報の入手先として、新潟では「毎日のビジネス」と回答した企業が最も多く、

８８％の企業が毎日のビジネスの中に商品開発のヒントがあると考えていた。次に多かったのが「自分

より大きな会社との提携」で５３％であった。エドモントンでは「研究開発」から得ると回答した企業

が最も多く６８％で、次に多かったのが「毎日のビジネス」５９％であった。エドモントンでは研究開

発タイプと、日常業務タイプが同程度存在したが、新潟では「研究開発」と回答した企業が１４％と少

なかったことから、日常業務タイプが大半を占めると考えられた。 
3.8. 会社のゴール（問 19） 

. 会社のゴールは、新潟では「人や社会に貢献できること」、「従業員にとって良い会社になること」、

「独自の商品やサービスを持つこと」の順であった。エドモントンでは、「グローバルカンパニーになる

こと」、「独自の商品やサービスを持つこと」が同率 1 位で、次いで「人や社会に貢献できること」の順

であった。新潟では企業の立場に重点が置かれたのに対し、エドモントンでは企業活動の成果そのもの

がゴールとなっていた。 
3.9. 総売上に対する下請け契約割合従業員数（問 20） 

新潟では、会社の総売上に占める下請け契約の割合が５０％以上の企業は４１％、下請け契約の割合

が７０％以上の企業は３２％であった。エドモントンの調査では情報サービス産業における下請ビジネ

スの存在を確認することはできなかった。エドモントンでは情報サービス産業におけるビジネスの基本

は、独自商品による事業展開か、受託業務の直接契約（元請）であり、下請けは情報サービス産業のビ

ジネスとは考えられていないようであった。 
 

4. まとめ 
新潟とエドモントンにおける調査結果を比較すると、最も大きな違いを示したのは、総売上に対する

研究開発投資（問 15）であった。新潟では対売上研究開発投資比率が１０.０％を超える企業は９％、対

有効回答６９ 有効回答３７ 
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売上研究開発投資比率が２０.０％を超える企業は１％となったが、エドモントンでは対売上研究開発投

資比率が１０.０％を超える企業は５７％、対売上研究開発投資比率が２０.０％を超える企業は２７％で

あった。平成１６年企業活動基本調査報告によれば製造業の対売上研究開発投資比率（売上高研究開発

費比率）は４.３７％であり、研究開発費からみると新潟の情報サービス企業は対売上研究開発投資比率

の中央値が１.０－１.９％であったことから、国際競争力のある日本の製造業のような開発型の事業構造

を有していなかった。エドモントンの対売上研究開発投資比率の中央値１０.０-１４.９%は、日本の情

報サービス産業よりはるかに高いだけではなく、日本の製造業の４.３７％をも上回っていた。エドモン

トンの情報サービス関連企業は、研究開発投資により他社にないサービスや商品の創造をめざす開発型

の事業構造を有していた。そして事業リスクが高いことと引き換えに、成果として得られた独自性のあ

る商品やサービスを核に事業展開を行っていた。この独自性がグローバルな事業展開を可能にしている

と考えられた。新潟とエドモントンにおけるアンケート調査の結果、およびインタビュー調査の結果か

ら、新潟あるいは日本の情報サービス産業が、国際競争力のある事業展開を行うためには、以下のよう

なポイントに留意する必要があると考えられた。 
１）日本の製造業のように健全なリスクを取って研究開発などの先行投資を行い、独自の商品やサービ

スを創り出す努力が必要である。 
２）ユーザと直接受託契約を締結し、ノウハウや著作権を社内に蓄積する努力が必要である。 

３）先行投資を効果的に行うため、自社の強みを再確認し、事業対象を絞り込む必要がある。 

４）国内ビジネスを創造する時点から国外ビジネスの可能性について考慮することが望ましい。 

５）派遣ビジネス、機器販売ビジネスの目的と意義を明確にする必要がある。 
６）自社独自の商品を持つことの重要性あるいはその価値について再考する必要がある。 

７）会社のゴールとして最も回答の多かった「人や社会に貢献できる」企業とは、従業員に職場を提供

できるだけでなく、新しい価値観を社会に提供できる会社でもあることを認識する必要がある。 
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